（様式第１号）
企画提案競争参加申込及び資格要件に係る申立書
令和　年　　月　　日
茨城県知事　大井川　和彦　殿
所　 在　 地                                     

商号又は名称                                     

代表者職氏名          　                         

県が実施する令和６年度　デジタル里山アドベンチャー事業業務委託の公募型プロポーザルに参加したいので、申請します。

また、企画提案競争の参加に要求される下記の資格要件をすべて満たしていることを申し立てます。

記
(１)　国税または地方税を滞納していない者であること。

(２)　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項の規定に該当しない者及び同条第２項の規定に基づく茨城県の入札への参加制限を受けていない者であること。

(３)　会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者であること。

(４)　茨城県物品調達等登録業者指名停止基準に基づく指名停止の措置を受けている者でないこと。

(５)　業務を円滑に遂行するために必要な組織、人員、資金等の経営基盤を有する者であること。

(６)　茨城県暴力団排除条例（平成22年茨城県条例第36条）第２条第１号から同条第３号に規定する者でないこと。
（様式第２号）
質　　問　　票
令和  年　月　　日
	「令和６年度　デジタル里山アドベンチャー事業業務委託」

プロポーザルに係る質問・回答

	質問者：名称又は商号
所属
担当者名
ＴＥＬ
ＦＡＸ
Ｅ－ｍａｉｌ


	質　問：



	回　答： 



※電子メールにて以下のアドレスへ送付してください。

また、送付後、電話にて届いているかどうかの確認をしてください。　

電話：029-301-2727　　E-mail：kenpokusinkou1@pref.ibaraki.lg.jp

（様式第３号）
企画提案等提出書
令和　年　　月　　日
茨城県知事　　大井川　和彦　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
このことについて、下記業務に係る企画提案書を別添のとおり提出します。
記
１　業務名称
令和６年度　デジタル里山アドベンチャー事業業務委託
２　記載責任者及び連絡者

	氏名(ふりがな)
	

	担　当　部　署
	

	電　話　番　号
	

	Ｆ Ａ Ｘ 番 号
	

	Ｅ－ｍａｉｌ
	


（様式第４号）

企画提案書
	商号又は名称
	


※「商号又は名称」は、提案者名（法人名等）を記載したものと、伏したもの両方を提出すること。
※以下の内容がすべて盛り込まれていれば、任意に作成した企画提案書をもって本様式第４号に替えて差し支えない。

１　業務実施方針
　・業務のトータルコンセプトを記載

　・全体スケジュール等実施計画（年間工程表）を記載
２　業務に関する企画提案
・仕様書の３委託の内容に記載の事項について、可能な限り具体的に記載すること。
３　業務執行体制
・要員の配置予定、役割分担、関係者打合せへの対応、緊急事案への対応等を記載すること。
４　同種又は類似業務の実績
	業務名
	発注者
	契約金額
実施年度
	業務の概要
	業務実施上の特徴

	
	
	      千円
    年度
	
	

	
	
	千円
    年度
	
	


５　費用見積額
・見積様式は任意。

・内容詳細が確認できるもの。「一式」は不可。
　　・消費税及び地方消費税の額が分かるよう記載すること。
６　業務に関するその他の提案（自由記載）
（様式第５号）

県振第　　号　

令和　年　月　日　

殿

茨城県知事　　大井川　和彦　

第一次選考書類審査結果通知書

令和　年　　月　　日付けで申請のあった下記の入札に係る貴殿の提案について、下記のとおり審査したので通知します。

記

	１　件名
	令和６年度　デジタル里山アドベンチャー事業業務委託

	２　第一次選考書類審査結果
	合格　　　・　　　不合格

	３　第二次選考（プレゼンテーション）日時
	令和　年　月　日（　）

　　　時　　分　から　　時　　　分まで

	４　第二次選考（プレゼンテーション）場所
	茨城県庁　10階　政策企画部会議室


　※オンラインでのプレゼンテーションを希望する場合は、令和６年５月１７日（金曜日）正午までに、「令和６年度　デジタル里山アドベンチャー事業業務委託の公募に係る説明書」」１(６)に掲げる担当課あて連絡をすること。
PAGE  

